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介護DXによる生産性向上

R6年10月5日

～介護ロボット/ICTの活用で業務改革を図る～



2.制度の概要も含めた介護現場における生産性向上とは？

3.介護現場の現状と課題、導入方法

2

1.善光会のご紹介

2

4.介護の未来への展開



法人概要

項 目 概 要

法人名称 社会福祉法人 善光会

設立年月日 平成17年12月7日

代表者 理事長 西田 日出美

本部所在地
〒144-0033
東京都大田区東糀谷六丁目4番17号

従業員数 511名（令和4年4月1日現在）

基本金 825.5百万円(平成30年度)

理 念

オペレーションの模範となる

業界の行く末を担う先導者となる

誰も見たことも無い、

新しい介護の姿を追い求める。

新しい考えや技術を積極的に取り入れることで、

介護業界に新たな風を吹かせる。それが私たちの使命です。

▲

年 月 沿 革

H17.12 法人設立認可

H19.4 複合福祉施設「サンタフェ ガーデン ヒルズ」開業

H22 認知症対応型グループホーム開業（西六郷・羽田・大森南）

H24.5 特別養護老人ホーム「バタフライ ヒル大森南」開業

H25.5 特別養護老人ホーム「バタフライ ヒル細田」開業

H25.8 介護ロボット研究室 設立

H29.10 サンタフェ総合研究所 設立

R2.8 Care Tech ZENKOUKAI Lab リビングラボ認定
国内最大級の複合福祉施設サンタフェガーデンヒルズを
はじめ大田区を中心に７拠点を展開。
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社会福祉法人善光会の思い
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善光会は介護サービスの利用者様が最後まで豊かな人生を送れるよう、オペレーションを洗練させ質の高い介護を提供
することを目指しています。その中で特に介護テクノロジーを積極的に導入・活用し、業界全体への貢献も企図しています。

介護サービス利用者様が自ら感じたり

考えたり行動したりし続け、

最後まで人間らしく生きることをサポートする

業界全体の変革に貢献するため、介護DX関連の対外事業を切り離して

株式会社善光総合研究所 を2023年に設立 （詳細は後程ご説明）

特に介護テクノロジーの導入・活用を推進

法人理念

「オペレーションの模範となる」 「業界の行く末を担う先導者になる」

善光会の思い



人口分布の変化
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生産年齢
15〜64歳

高齢者
65歳以上

合計

（百万人）

CAGR
（'20〜’70年）

▲1.2%

▲0.9%

▲0.1%

▲0.7%

高齢者の割合

高齢者の増加はおおよそ横ばいに転じつつあるものの、長らく続く少子化により、今後は生産年齢
人口に対して高齢者人口の比率がさらに高まることが確実視されています

9% 10% 12% 15% 17% 20% 23% 26% 28% 30% 31% 32% 35% 36% 37% 38% 38% 38% 39%

7.4人 6.6人 5.8人 4.8人 3.9人 3.3人 2.8人 2.3人 2.1人 2.0人 1.9人 1.8人 1.6人 1.5人 1.4人 1.4人 1.4人 1.4人 1.3人高齢者一人に
対する生産年齢

年齢区分別の人口推移

出所：国立社会保障・人口問題研究所
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介護従事者の需給ギャップ

介護従事者の人材需要は当面拡大すると見られ、生産年齢が減少する中で年率2%前後の介護従事
者の増員、もしくはそれに準ずる急速な業務効率化が必要となる見込みです

今後の介護職金の必要数について
（2023年7月 厚生労働省発表）

出所：厚生労働省（第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

）
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社会保障費増大の影響

また、社会保障費の増大に伴って国家の財政がさらに圧迫され、その影響は利用者や事業者など介
護業界全体への負担増に直結することが予想されます

出所：国立社会保障・人口問題研究所（社会保障費用統計）、内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省 （2040年を見据えた社会保障の将来見通し）、ニッセイ基礎研究所（ 20年を迎えた介護保険の足取りを振り返る）
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社会保障費用の推移
介護保険の増大に対する

対応策

• 自己負担額の段階的な引き上げ

• 介護保険の効率化を促す介護報酬
体系の移行

• 予防・自立支援介護の強化

• テクノロジー・ICT活用促進

• 施設介護から居宅・地域包括
ケアへの注力

• 介護職員の処遇・環境改善

事業者は、多様な人員確保や待遇改
善に伴う人件費UP、また新たな投資
の必要性が増加し、負担が拡大
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介護事業者の置かれている状況

今後、介護事業者はより厳しい経営状況に置かれることになり、人材確保とともに経営効率（人材
活用含む）の向上が急務となっています

需要過多の人材市場
（高い有効求人倍率）

優秀な人材の確保の
難易度上昇

現場の業務負担の
拡大

人材育成不全・
定着率ダウン

問題１

人材不足

効率化への必要な
投資の遅れ
（人材・ICT、等）

サービスの質の低下・
必要な要件の不足

事業所の
稼働率低下

経営効率化への
要求の拡大

問題２

低収益化

介護事業者の２つの大きな悩み

処遇改善
圧力

• 高齢者比率の上昇
• 他業界との人材獲得

競争

マクロトレンドの影響

• 介護報酬の締付け
• 質への要求
• 原料費高騰、等

マクロトレンドの影響
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（参考）介護事業者の経営状況

実際、収益性の悪化を始めとした背景により、介護事業者の休廃業や倒産が過去最多の
水準に達しています

出所：厚生労働省（介護事業経営概況調査）、日本経済新聞（2023年3月24日）

20年度 21年度 増減

施設
サービス

特養 1.6% 1.3% -0.3%
老健 2.8% 1.9% -0.9%
介護医療院 7.0% 5.8% -1.2%

居宅
サービス

訪問介護 6.9% 6.1% -0.8%
訪問入浴介護 6.4% 3.7% -2.7%
訪問看護 9.5% 7.6% -1.9%
訪問リハ 0.0% 0.6% 0.6%
通所介護 3.8% 1.0% -2.8%
通所リハ 1.6% 0.5% -1.1%
短期入所 5.4% 3.3% -2.1%
特定施設 4.6% 4.0% -0.6%
福祉用具貸与 1.5% 3.4% 1.9%
居宅介護支援 2.5% 4.0% 1.5%

地域密着型
サービス

定期巡回 8.4% 8.2% -0.2%
地密通所 4.0% 3.4% -0.6%
認知症通所 9.3% 4.4% -4.9%
小多機 4.1% 4.7% 0.6%
認知症GH 5.8% 4.9% -0.9%
地密特定施設 3.7% 3.0% -0.7%
地密特養 1.1% 1.2% 0.1%
看多機 5.2% 4.6% -0.6%

全平均 3.9% 3.0% -0.9%

介護保険サービスの収支差率
(税引前、コロナ補助金含む）

2010 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

200

400

600

休廃業・解散

倒産

介護事業者の休廃業・解散・倒産

合計638
件

年
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行政（国・自治体）

介護業界におけるKSF（Key Success Factor）

介護業界は、介護事業者の悩みを解決する前提として、介護や福祉に関わる行政の論理を深く理解
し、事業者と行政の双方のニーズを正確に捉えた事業展開が求められます

介護事業者

• 人材難を解決したい
• 事業コストを削減したい。より多くの

収益を上げたい
• より良い介護サービスを提供したい

「介護」の
地位向上への

願い

過度な機械化・
自動化への抵抗感

他業界・ベンダー
への利益流出

の不安

効率化と
介護の質の両立

介護保険の
拡大抑制への
プレッシャー

改革の速度に
関する省庁間の

利害相違

予算配分の
変更への要求

（予防・自立支援・在宅）

• 社会保障費を抑えたい
• 介護業界へ負荷をかけたくない
• 高齢化が進む中、福祉をめぐる世論を

敵に回したくない
• 海外に対する福祉モデルを形成したい
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後期高齢者人口の増加による
要介護者の増加

①社会保障費の増加
②受け手となる介護人材不足

今後に向けて

今後に向けて

団塊の世代が後期高齢者になる2025年に向け新しい形の介護が求められている

介護オペレーション
の生産性向上

ICTや介護ロボット
の導入による効率化

アウトカムに基づいた
介護報酬制度

データに裏付けされた
科学的な介護

自立支援による
要介護者の抑制

効果的な介護サー
ビスへの資金投下

予測される将来

今後の方向性 具体策

喫緊の課題
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デジタル行財政改革の方向性

⚫ 善光会・善光総研による提言が国の介護報酬改定におおよそ盛り込まれることに
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介護分野の重点課題

出典：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/kaigi3_siryou4.pdf
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出典：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/kaigi3_siryou4.pdf

R 6年生産性向上の主だった項目
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出典：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/kaigi3_siryou4.pdf

介護分野の重点課題（2 0 4 0年へのK P I）
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生産性向上中核人材育成プログラム

⚫ 日本介護福祉士会とともに研修事業を構築
⚫ 厚生労働省事業として実施

16



17

生産性向上に資するガイドライン（ご紹介）①

施設・事業所向け 居宅サービス向け

⚫ 厚生労働省が、業務改善に向けた取組を整理し、手引書にまとめています。
⚫ 厚生労働省HPからどなたでもダウンロードすることができます。

参照：厚生労働省老健局, 介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン（令和2年）
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生産性向上に資するガイドライン（ご紹介）②

⚫ ガイドラインには、次の取組について記載があります。（施設・事業所向け）

参照：厚生労働省老健局, 介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン（令和2年）



介護サービス事業における生産性向上ガイドライン

厚生労働省による介護分野における生産性向上のためのガイドライン

SCOPは介護職員の通常業務を通じて、評価者に負担なく数多くの介護アウトカム項目を自動算出することを目指す。

・業務のやり方を工夫することで、
３M（「ムリ」「ムダ」「ムラ」）をなくし、業務をより安全
に、正確に、効率的に行い、負担を軽くすることが目的

・Output（成果）/Input（単位投入量）で表し、Process
（過程）に着目

一般的な生産性向上の捉え方 介護サービスにおける生産性向上の捉え方

・要介護者の増加やニーズが多様化していく中で、業務を見直し限られた資源（人材など）を用いて
一人でも多くの利用者に質の高いケアを届ける

・改善で生まれた時間を有効活用して、利用者に向き合う時間を増やしたり、自分たちで質をどう
高めるかを考えていく。

生産性向上（業務改善）に取り組むための指針として厚生労働省より以下ガイドラインが公表。
https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei.html

より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）
介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）
介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

・介護サービスとして生産性向上を目指すことの上位目的は、
介護サービスの質の向上や、人材の定着・確保である。

・上位目的を達するための意義として、人材育成、チームケア
の質の向上、情報共有の効率化などを進め、モチベーションの
向上や、楽しい職場・働きやすい職場づくりを目指す

介護サービスにおける生産性向上

参照：厚生労働省老健局, 介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン（令和2年）
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介護テクノロジーとは
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善光会は移乗・移動支援、見守り・コミュニケーション、介護業務支援等の分野から成る介護ロボットや、介護に役立つ
ICT・その他の製品・サービスを活用しています。

介護ロボット 介護ICT

その他

⚫ 介護事業所や介護職員にと
って有益なICTの総称

⚫ 主なカテゴリ

➢ 介護ソフト（記録
業務、請求業務等）

➢ ビジネスチャット

➢ ナースコール

➢ インカム

➢ 勤怠ソフト

➢ 電子署名ソフト

⚫ その他、介護サービスの質
の向上や、介護事業所・
介護職員の負荷軽減に
資する製品・サービス全般

引用：H29.10改訂「ロボット技術の介護利用における重点分野」
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12304250-Roukenkyoku-
Koureishashienka/0000180157.pdf

https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12304250-Roukenkyoku-Koureishashienka/0000180157.pdf
https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-12304250-Roukenkyoku-Koureishashienka/0000180157.pdf


ロボット技術の介護利用における重点分野改定
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介護ロボット 介護ICT その他

稼働
中

過去に
使用・
実証

善光会が活用している主な介護テクノロジー

眠りSCAN／
パラマウントベッド

HitomeQケア
サポート／コニカミノルタ
QOLソリューションズ

ペイシェントウォッチャー
プラス／アルコ・イーエックス

D Free／トリプル・
ダブリュー・ジャパン

ピュアット／金星 FUJI／HUG

ロボットアシストウォ
ーカーRT.1／RT.

ワークス
Pepper／

ソフトバンクロボティクス
PALRO／富士ソフト SOEL MX／日本

ケアリフトサービス

ロボヘルパーSASUKE
／マッスル

シルエット見守り
センサ／

キング通信工業
ノーリツプレシジョン
／Neos＋Care

Helppad／aba
HAL／CYBERDINE

コミュニケーション

見守り 排泄

見守り 排泄 移乗

22

LINE WORKS／
ワークスモバイルジャパン

TREKZ TITANIUM
／Shokz

SCOP／
善光総合研究所

オンライン医療相談／
ドクターメイト

Ninebot mini Pro
／Segway 

各種業務ソフトウェア
（勤怠管理システム、

会計システム、ショートステ
イ荷物管理システム等）

ころやわ／
Magic Shields

スマートマットクラウド
／スマートショッピング

アイシニアケア／
エクセル

エンジニアリング

入浴 移乗・移動
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介護テクノロジーの活用例① 眠りSCAN

睡眠センサー「眠りSCAN」を活用して利用者様の睡眠状況を遠隔リアルタイムで把握し、巡視・訪室を効率化しています。
更に利用者様の睡眠習慣を把握し、生活の質を向上させるためのケアを実践しています。

睡眠習慣を把握した上で

その方に合った介護の方針を検討し

（日中活動の変更、午睡の調整など）

生活の質の向上のためのPDCAを実践

睡眠習慣を踏まえたケア方針の検討

夜勤帯の巡視・訪室の効率化

利用者様の睡眠状況をリアルタイムで

把握し不要な巡視を削減、

訪室する際もタイミングを調整

起き上がりや離床のアラート機能も活用



介護テクノロジーの活用例② スマホとインカム

24

職員は勤務中、業務用スマートフォンとインカムを身につけています。スマホには様々なアプリがインストールされており、
見守り機器からの通知や他職員とのグループ通話をBluetoothで接続されているインカムを通して聞くことができます。

ナースコール 転倒通知

同フロア職員
からのヘルプ要請

Bluetoothで
インカムと
音声接続

個室の天井センサーが
転倒・離床等を検知しアプリに通知
リアルタイムの映像を確認可能

ナースコール機能もあり

HitomeQ
ケアサポート

LINE WORKS

同フロアの職員が
グループ通話に
常時参加
必要な時に
いつでも発話



介護テクノロジーの活用例③ SCOP home

25

介護記録ソフトSCOP homeを活用することで、介助したその場ですぐ記録をつけることが可能になり、紙のメモやその転記
作業が不要になりました。また申し送りもSCOP上で完結するため会議開催が不要になりました。

Before
（一例）

After

介助しながら
手元でメモ

記録表に転記
（排泄・食事・バイタルなど）

パソコンで
記録システムに転記

シフト交代時に
集合して申し送り会議

各ユニットのiPadを
職員が持ち運びながら
その場でタップして記録

（PC転記不要）
申し送り事項をSCOP上で確認

会議実施不要



善光会が導入しているバックオフィスツール（一例）

目的に応じて10種類以上のツールを導入。原則PCだけでなくスマホでも利用

可能なツールを導入し、職員はスマホ一台で完結できる状態を推進。
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生産性向上に向けた取り組みの全体像

27

善光会は様々な問題意識を発端として試行錯誤を重ねた結果として、「準備」「見える化」「PDCA」から成り、どのような
職員・施設であっても再現性をもって取り組める生産性向上のプロジェクトの進め方を確立してきました。

① 記録・見守り等
各種テクノロジーを導入する

② 業務の見直しを実行する

① テクノロジーの課題に対処する
／空き時間の使い方を考える

② 職員のシフトを見直す

プロジェクトチームを組成する

マインドセットを共有する

準備

業務分析を行う

見える化

① テクノロジーを活用した間接介助・
間接業務の負担軽減を計画する

② 業務の見直しを計画する

Plan

① 業務時間の前後比較を行う

② 変更後の業務でどのような
問題が生じたか確認する

Check

DoAct

【内的要因】
• 質の高いケアができていない
• 常に忙しく慌ただしい

【外的要因】
• 国家財政・社会保障費の逼迫に対処

するため、生産性向上が急務であるという
経営者のトップダウンによる強い意志

• 最先端のテクノロジーを活用したい

問題意識

手探りで様々な製品を使ったり
企業・研究機関の製品開発に
実証参画するなど試行錯誤… どのような職員・施設でも

再現性をもって取り組める

生産性向上プロジェクトの

進め方を徐々に確立



準備・見える化

28

まずは「準備」の段階で、プロジェクトチームを中心に業務改善のマインドセットを浸透させることから着手しました。
次に「見える化」の過程で、現場で行われている業務やその課題を定量的・定性的に可視化する調査を行いました。

準備 見える化

⚫ 「ハイブリッド特養プロジェクト」と名付ける
ハイブリッド＝人（介護職員）＋テクノロジー

⚫施設長がプロジェクトチームを指名

⚫ プロジェクトチームがリーダー層から順に、
施設職員に向けて業務改善のマインドセットとメリットを
説明し働きかけ

➢ 業務改善は一時的には大変だが、最終的には
身体的・精神的な業務負荷が軽減されて
楽に働けるようになる

➢ ゆとりをもって働けるようになることで
利用者様のケアをより充実させることができる

⚫ タイムスタディ（業務時間調査）
何の業務に時間がかかっているか？

⚫業務プロセス分析（業務詳細工程調査）
一連の業務をどのような手順で行っているか？

⚫課題ディスカッション
日頃、何の業務に大変さを感じるか？

⚫職員の勤務中歩数・体調・ストレスチェック
（スマートウォッチ＋出退勤時のバイタル測定）



タイムスタディの結果と業務改善の方針策定

29

タイムスタディの結果、各業務に費やす業務時間の割合が明らかになりました。これを基に施設のありたい姿を検討した
結果、間接介助・間接業務を効率化し、直接介助を含む業務全般にゆとりをもって取り組むことを目指しました。

入浴

9.0%

食事

27.0%

排泄

20.1%

移動

10.7%

見守・巡回

14.8%

申送

6.9%

記録

11.6%

業務種別ごとの業務時間割合

【直接介助】

利用者様の身体に触れる
などして直接的にケアを
行う業務

⇒効率化について検討の
余地はあるが、
サービスの質の向上を
より優先的に考慮する

⇒間接介助・間接業務の
圧縮で空いた時間を振り
向けて、余裕をもって
取り組めるようにする

【間接介助】

利用者様から離れた状態で
間接的にケアを行う業務

⇒サービスの質を担保した
上で、効率化を積極的に
検討する

【間接業務】

利用者様と関わらない、
主に管理を目的とした業

⇒効率化を積極的に
検討する



業務改善の取り組み優先順位の考え方
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業務時間分析に加え、もう一つの考え方として「利用者との接点が多いかどうか」の軸で業務を分類することで、業務
改善の対象領域を検討することができます。記録や見守りなどは最初の一歩として取り組みやすいと言えます。

排泄

利用者との接触
少

食事

業務時間
多

業務時間
少

見守り

記録申送

入浴

移動

清掃

利用者との接触
多

取り組みを行っても
インパクトが小さい

個別性・変動要因が
大きく、オペレーション変更の

難易度が高い

最初の一歩として
取り組みやすい領域



PDCAサイクルに則った施策実行
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最初に計画を立て、それに基づいて施策を実行した上で振り返りと改善策検討を繰り返すPDCAサイクルに則り、
介護テクノロジーの導入や業務の見直しを進めてきました。

Plan Do Check Act

⚫介護テクノロジー導入
計画策定

➢ 機器選定

➢ デモ

➢ 対象者・活用シーン
検討

➢ スケジュール作成

⚫介護テクノロジー導入
実行

➢ 初期設定

➢ 新業務ルール施行

⚫タイムスタディ再実施
⇓

（例）
記録業務時間

76%削減
申送業務時間

74%削減

⚫テクノロジー活用の
課題把握と対処

⚫空き時間の使い方検討

➢ 利用者様一人一人
に対するケアの
充実化プラン作成

⚫業務の見直し検討

➢ 間接業務の
タイミングは最適か？

➢ 介護職員でなくても
できる業務は
あるか？

⚫業務の見直し実行

➢ 洗濯や事務作業など
特定の時間帯に行う
必要性が低いものを
夜間帯に移行

➢ 清掃を外部業者に
委託

➢ 事務員の助けも借りる

⚫変更後の業務で
生じた問題の確認

⚫業務改善定着に伴う
職員のシフト見直し

➢ 変更後業務の繁忙
時間帯に合わせて
人員を増強

➢ シフト区分の柔軟化

➢ 看護・機能訓練など
専門職の助けも
借りる



取り組みの成果

32

取り組みの結果として、介護テクノロジーの導入と各種業務改善活動を合わせて、全国平均を大きく上回る職員配置
比率を実現しました。現在も継続して、概ね2.8:1程度の職員配置で業務を行っています。

1.86

2.15

2.32

2.68
2.79

全国平均

約2.0
カイゼン活動 カイゼン活動 カイゼン活動 カイゼン活動

介護

テクノロジー

介護

テクノロジー

+

カイゼン活動

介護

テクノロジー

+

カイゼン活動

（利用者1人に対する
介護・看護職員

配置比率）



㈱善光総合研究所について

33

当社は、業界最高水準の業務効率を実現する介護事業者「社会福祉法人善光会」から派生した企業です。資本関係
はないものの、善光会グループとして極めて密接な協力関係の下で運営を行っております。

• 2005年に東京都大田区で設立さ
れ、現在は19事業を運営

• 介護ロボットやICT活用に積極
的であり、様々な研究を実施

• 業界最高水準の効率的なオペレ
ーションを行政がモデルに
するなど、業界内で極めて高い
評価を受ける

（社会福祉法人善光会）

• 2022年、善光会のナレッジを活
用して業界全体に価値提供
することを目的に設立

• 社会福祉法人善光会の介護DX事
業および関連事業を切り出して
株式会社化



事業概要

34

当社は、介護事業者のDX化に貢献する介護ソフト（SCOP）の開発販売を始め、介護事業者のサービス品質や効率
化の向上に貢献するための事業を多面的に運営しております。

介護DX事業

介護の現場業務の効
率化を実現するソフ
トウェア（SCOP）の
開発販売

デジタル中核
人材育成事業

介護職員の知識・ス
キルを向上するため
の認定資格（スマー
ト介護士）の運営

コンサルティング
事業

介護事業者のサービス
向上やオペレーション
効率化に向けた経営支
援サービス

介護機器メーカー
開発支援事業

将来的に介護事業者が
導入し、事業を改善で
きるメーカーの新技術
の開発支援



「介護記録」や「申送り」に多大な労力と時間を要し

それでいて情報の有効活用がうまく行えていない

介護記録をはじめとした、介護現場での情報の有効活用には以下の課題があります。

その課題、SCOP が解決致します！

一次メモ 各記録帳票へ転記
（排泄票、水分票等） （殆どが時間外に行なわれる）

介護記録業務

更にシステム入力

申送り業務

STEP1 STEP2 STEP3

二重記録、三重記録化して、時間外が発生し
記録のしにくさから、業務がさらに煩雑化

シフト交代時のミーティング
情報共有

既存データベースから
必要な情報を自身の手元に
起こさなければいけない

情報共有に多大な時間を割く
状況が慢性的に発生

課題

高齢者施設が抱える記録・申送の課題
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＊注 2023年10月時点で、スマホ用ブラウザで動作する高齢者施設向け介護記録ソフトにおいて、0円で利用できるソフトウェアはSCOPが初（NPO法人タダカヨ調べ）

【業界初】無料で使える介護ソフト「SCOP mobile」

36



SCOP mobileの特徴（1/3）
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SCOP mobileの特徴（2/3）
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SCOP mobileの特徴（3/3）
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AMED採択事業としてのSCOPの実証結果

SCOP の一部機能は、国立日本医療研究開発機構（AMED）の補助採択事業として開発

開発済みシステムは、夜間見守り業務や記録・申し送り伝達業務での効果検証を実施。第5回日本医療研究開発大賞を受賞。

夜間業務 37％効率化

介護ロボット習熟度 98％向上

業務活用度（意識） 147％向上

業務活用度（回数） 15倍

記録業務 76％効率化

申し送り・伝達業務 74％効率化

介護ロボット情報を集約し、介護職員が更に効率的かつ効果的

に介護ロボットを使用することを実現

入力のしやすさ、閲覧のしやすさから介護職員の負担を

軽減し、かつ介護記録のデータベース化を実現

2018年度
介護ロボット統合アプリ「SCOP Now」開発

2019年度
介護記録システム「SCOP Home」開発

2020年度
「ケアオペレーションAI・ケアマネジメントAI」開発

AMED 平成30年度 「ロボット介護機器開発・
標準化事業（開発補助事業）」の開発内容

内閣官房主催「第5回日本医療研究開発大賞
AMED理事長賞」を受賞

介護分野では
初の快挙
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業界初！最先端の介護ICTが0円
でお手元のスマホやPCに。
シニアや外国籍職員の活用を支
える、簡単便利機能が充実。

申送り機能が付いた高い機能を持
つ介護記録アプリ。
※iPad専用

見守り・睡眠センサー等の介護機
器の統合通知管理アプリ。
音声読み上げ対応。

介護記録と連携する請求ソフト。
会報酬改定は無料で自動反映。

SCOPシリーズ

41

善光会で開発した介護記録ソフト「SCOP home」により、記録・申し送りのデジタル化が実現。

メモの手書きや転記作業が不要で、SCOP上で申し送りが完結するため間接業務が効率化しました。

Before（一例）

手書きメモ、記録表
→システムに転記

対面での
申し送り会議

After

携帯した
iPadで

その場で記録

申し送り
事項を

SCOP上
で確認

（会議不要）

記録業務

76％効率化
申し送り・伝達業務

74％効率化

41



スマート介護士資格の概要

善光会サンタフェ総合研究室は、「ケアテックが活用できる人財を日本中に創出したい」という想いから、2019年にスマート
介護士資格を創設しました。
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習得できる技術

①自事業所の介護業務フローを分析し、改善計画を立案する技術
②主要なICTや介護ロボットの特性を理解し、活用する技術
③効果的な研修の企画やOJTを実施し、事業所の職員を指導する技術

最先端の技術を使って介護の質と
生産性を向上できる介護士

スマート介護士とは

スマート介護士の定義・習得できる技術
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スマート介護士資格の5つのレベル

介護ロボットやセンサーを現場で有効に活用、
介護DXを牽引する専門的技術を身につける

介護ロボットやセンサーを現場で有効に運用
させるための知識を身に付ける

介護ロボットについての理解や基礎知識を学ぶ

介護DX学習の機会として24時間365日
いつでも無料でオンライン受験可能

各種専門学校で介護ロボットを活用
する意義や基本的な知識を学ぶ

オンライン試験（年４回）

現場実習を含む研修（３日間）

スマート介護士資格には5段階のレベルがあり、順次ステップアップしていく認定構成になっています。2023年に開始した
Starterレベル（基礎）は、デジタル庁と経済産業省が後援しています。
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資格試験の内容

資格試験（Basic/Expert）は、試験官が監督の元、オンライン上で開催しています。試験問題は、主要な介護ロボット
やICTの活用場面を動画や写真に収めて、実践的な問題を出題しています。また、受験者が試験中に検索エンジンや
Chat GPTを活用して解答する記述式問題なども出題しています。

＜試験中の様子＞ ＜試験問題の例＞
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合格者向けスキルアップ研修（無料）

スマート介護士合格者には、更なるスキルアップとネットワークづくりを目的に、ワークショップ型のオンライン研修（無料）を
毎月開催しています。
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開発企業様向け支援機関としての善光総研

善光総研は介護テクノロジーを開発される企業様向けの支援機関として活動しております。厚生労働省の「介護ロボットの
開発・実証・普及のプラットフォーム事業」においてはリビングラボとして企業様からのご相談を承っています。

事業名称：介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業（厚生労働省）
事業HP：https://www.kaigo-pf.com/

47
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介護テクノロジー開発のプロセスに関する考え方

善光総研では、介護テクノロジー開発のプロセスは「企画」「開発」「販売」の3つのフェーズから成ると考えています。

フェーズ

企
画

開
発

販
売

ステップ

A. 業界研究

B. ニーズ調査

C. コンセプト企画

D. ビジネスプラン検討

E. マッチング・ネットワーキング

F. 研究室レベルでの実証

G. 実運用環境での実証

H. 上市準備

I. 販売戦略

J. 営業アプローチ

L. 継続的改良

K. 導入支援

開発企業の主なアクション

1.介護保険制度について理解する
2.介護サービスの種類を理解する

3.介護現場について理解する
4.既存の製品・サービスについて理解する

1.課題を深堀し分析する
2.課題の普遍性を確かめる

3.介護業界と他業界の違いを意識する

1.製品・サービスのねらいを明確化する
2.介護の全体の流れを俯瞰的に意識する

3.介護の基本精神を意識する
4.コンセプトについて介護現場からフィードバックを得る

1.ターゲットを設定する
2.導入後の継続活用を促すための計画を立てる
3.（事業所向け）事業所の収益構造を理解する

4.（在宅向け）在宅の場合の購入原資を理解する
5.上市後を見据えた体制を構築する

1.生産企業との関係性を構築する
2.隣接領域の開発企業との関係性を構築する

3.有識者との関係性を構築する

1.現場での実証が可能な水準まで機能性を上げる
2.実際の利用者以外を対象として検証する

3.機能を限定して検証する

1.少数を対象にしてユースケースを検証する
2.多数を対象にして有効性を検証する
3.検証結果を踏まえて仕様を調整する

4.（検証成功のポイント）検証目的・内容を明確にする
5.（検証成功のポイント）検証環境を整備する

1.コスト設計を検討する 2.上市後の改修を想定して仕様を確定させる

1.代理販売・共同販売を活用する
2.効果的なチャネルで情報を提供する

3.購入単位や契約方法にこだわる

1.期待値を正しく設定する
2.伝える相手に応じてメッセージを工夫する

3.事業所の補助金獲得をサポートする

1.使用状況をモニタリングする 2.顧客の声を取り入れて活かす

1.導入計画立案から伴走する
2.導入に向けた環境を整える

3.デモや初期設定をサポートする
4.利用者向けの同意取得をサポートする
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ご支援事例（抜粋）

善光総研では「企画」「開発」「販売」の全てのフェーズについて、様々なカテゴリの製品・サービスを対象とする支援を実施し
ております。

フェーズ

製品・サービスの主なカテゴリ

企画

開発

販売

見守り

動画解析型転倒検知
システムの製品化
コンセプト検討
ディスカッション

体動型バイタルセンサーの
検知・アラート精度検証
＠特別養護老人ホーム

海外製電波式見守り
センサーの日本市場

展開に向けた事例検証
＠有料老人ホーム

排泄支援

排泄検知要素技術の
製品化コンセプト検討

ディスカッション

排泄（便）検知センサーの
検知精度検証

＠特別養護老人ホーム
（次頁に詳細）

排泄（尿）検知センサーの
福祉用具認定に向けた
生産性向上効果検証

＠グループホーム

その他

移乗支援機器の
ターゲット顧客明確化

ディスカッション

服薬支援システムの
誤薬リスク低減効果検証

＠ショートステイ

遠隔診療システムの
介護施設向け転用の

ポテンシャル検討
ディスカッション
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ご支援事例：排泄（便）検知センサーの検知精度検証

開発段階における実証例として、排泄（便）検知センサーの検知精度検証を実施した事例があります。

課題
⚫ 要介護者の排泄介助において便汚染が発生すると、衣服・シーツ交換にも及ぶことがあり、入居者の

QOL低下(不快感・皮膚トラブル・褥瘡/感染症へのリスク)、
および介護士の肉体的・精神的負担大となっている。

解決策
⚫ 腸の動きの見える化(排便の事前お知らせによるトイレ誘導)や、排便の事後お知らせによるおむつ交換

を促すことで、便汚染を抑制する。

実
証
要
領

⚫ 排便の事後お知らせを行うための体動・においセンサー機器

⚫ 下剤を服用されて排便する要介護者
⚫ 要介護度3〜5(4,5の方がメイン)で、寝たきりに近い方

機器使用
対象者

⚫ 5名人数

⚫ 2週間程度期間

⚫ 実証対象者（要介護者）の便汚染の回数（実証前と比較して減るかどうか）
⚫ 実証対象者を担当する介護職員の排便介助時間（実証前と比較して減るかどうか）

評価項目

⚫ 通知をもとにしたおむつチェック
⚫ 下剤服用 / 排泄ケアの記録
⚫ アンケートへの回答

職員の
実施事項

⚫ 実証時点で仕上がっている機器の精度で、排便検知の即時性・正確性・有用性が
どの程度の達成度であるかを評価する

目的
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ツール導入の成功のポイント

1.小さな成功事例を早く作る

2.導入計画書を作成・共有する

3.心理的安全性を高める
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いきなり大きな改善を狙わず、まずは小さな成功事例をいち早く作り、

職員に成功体験を経験させることが重要。

モチベーション維持のコツ！

出典：厚生労働省老健局, 介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン（令和2年）

成功のポイント① 小さな成功事例を早く作る
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成功のポイント② 導入計画書を作成・共有する

多数の職員・多数の職種が横断して使用するツールは、導入計画書を作成

して、関係者全員と共有しながら進行することが重要。

出典：スマート介護士公式テキスト
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成功のポイント③ 心理的安全性を高める

ICTの導入には、失敗や不安がつきもの。失敗や不安を受け入れる風土を

醸成しながら前に進み続けることが重要。

出典：『心理的安全性』石井遼介（2020）
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テクノロジーの価値

サービス
品質高

コスト高 コスト低

サービス
品質低

従来の介護
利用者一人あたりの
職員数を増やし
サービスを向上

従来の介護
職員数を減らすと
サービス品質が低下

新しい介護サービス
AIやIoT、
データ優位なバリューべー
スドヘルスケアの提供が可
能

本来業務業務にリソースを最大化させることを可能とする
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SCOPを使えば少ないリソースで対話を重視した質の高い介護が実現

生産性向上における労働力削減イメージ

ケアテックによるリソースの変化

不効率な業務も
多い

従来の介護

DX化により、
あらゆる情報コ
ストを効率化。

人はより、「人
間らしい業務に
注力しサービス
の変革が可能」

5.5
時間/日

3.7
時間/日

1.8
時間/日

1.9
時間/日

食事 入浴排泄 見守り 記録
申し送り

3.8
時間/日 26.5

時間/日

総業務時間

5.6
時間/日

コミュニ
ケーション
（移動・移乗
・更衣等）

4.3
時間/日

その他
(事故対応・
手待時間・
与薬等)

間接的な業務時間を
大幅に削減可能

利用者との
対話を重視5.5

時間/日

3.3
時間/日

1.8
時間/日

0.3
時間/日

食事 入浴排泄 見守り 記録
申し送り

0.9
時間/日 18.4

時間/日

総業務時間

0.9
時間/日

コミュニ
ケーション
（移動・移乗
・更衣等）

5.8
時間/日

その他
(事故対応・
手待時間・
与薬等）

※2018年から2020年度のAMED開発における実証時の調査より

▲30％

▲87％
▲75％

▲79％
4％

（業務）

（業務）

（時間）

（時間）
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日本の介護サービス品質評価視点
（ドナベディアンモデル）

介護保険視点

アウトカ
ム

（結果）

ストラクチ
ャー

（構造）

プロセス
（過程）

ストレスフルな業務環境

（体力的にきついことや排泄物に触れること以上に）

専門性が認められないことや業務成果が見えない事に行
き着く有用なサービス品質を特定、評価できない。

介護アウトカム創出の必要性

介護アウトカムがなぜ必要か

介護アウトカムを創出することにより、介護保険財源や介護人材にインパクト可能

特にアウトカムについて
有用なスケールがない。

有資格者、専門職、
人員の体制等

計画や
管理態勢等

利用者の状態変化
在宅復帰割合等

介護人材視点

アウトカムがあれば、利用者に対して真に効果のあるサー
ビスを評価・特定することが可能であり、効果的な介護保
険の投下を実現することが可能となる。

アウトカムがあれば、利用者にとって効果的な介助を特定
することが可能であり、ブラッシュアップしていくことで
介護職の専門性を高め業務成果としても定量的な評価が可
能となる。

57



既存のPDCAサイクルにおける課題

LIFEを活用したPDCAサイクル構想とその阻害要因

出典：厚生労働省

LIFEにおける、ケアの実施記録は僅かであるため、
何のケアを(どの程度)改善したらいいかわからない

利用者の状態変化がケアの成果による
変化(介護アウトカム)であるかわからない

DB項目と分析手法、双方の改善を進める必要がある
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善光会の科学的介護における新たなPDCAサイクル構想

計画

LIFEに沿って
利用者状態を評価し、
介護アウトカムを試算

介護計画に沿って
実施したケアを

介護記録に残す

改善分析の結果に
沿って介護計画を策定

改善

介護記録のデータから
介護アウトカムの改善に
役立つケア要因を明示

評価実行

課題②
介護アウトカム変数に対する
ケア因子の影響力を探索

新たなPDCAサイクルの構想と２つの研究課題

介護アウトカム

交絡因子
ケア
因子

課題①
介護アウトカム評価モデルの確立
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介護アウトカム評価モデルのイメージ

介護アウトカム変数
観測割合

交絡因子
調整

介護アウトカム変数
理論割合

介護アウトカム変数を2値の変数に変換した上で、アルゴリズムと補正式を
組み合わせて、施設間で比較可能な介護アウトカムを試算

Aさん 0（悪化を防いだ）

Bさん 0
Cさん 0
Dさん 1

Aさん 1
Bさん 0
Cさん 0
Dさん 1

A施設
1割合 25%

B施設
1割合 25%

Eさん 0（理論値通り）

Fさん 0
Gさん 0
Hさん 1

Eさん 0
Fさん 0
Gさん 0
Hさん 1

A施設
1割合 50%

B施設
1割合 25%

補正式
調整

※0が維持/向上、1が悪化

介護アウトカム変数
補正観測割合

A施設
1割合 18%

B施設
1割合 25%

これまでの観測の限界 今後必要なアウトカムの相対化
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介助の質
（表情・水分摂取量）

社会参加の促進
（趣味・家事・イベント・運動）

ADL評価

認知症症状

栄養評価

LIFE

介護アウトカム改善に向けたケア因子とその効果の探索

ケア因子（ 介護記録ソフトSCOP ） 介護アウトカム変数（ LIFE+センシング機器 ）

各種事業において、SCOPで取得するケア因子が
介護アウトカムに与える影響力を探索
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A施設 B施設 C施設

観測割合 9.7% 10.8% 7.8%

補正観測割合 11.5% 7.9% 6.4%

順位変化 2→3位 3→2位 1→1位

A施設 全体平均

笑顔の平均頻度 8 回 8 回

平均水分摂取量 1200㎖ 1500㎖

社会参加の頻度 ６ 回 ５ 回

移乗評価が下がった人数の割合
における施設間の比較

移乗評価に関連するケア因子の
値と全体平均値の比較

今後、A施設は特に介助時の利用者の水分
摂取量を増やすことで、入居者の移乗評価を
改善できる可能性がある

新たなPDCAサイクル構想における評価・改善モデル

新たなPDCAサイクルにおける評価と改善の姿

評価 改善

T1-T2時点の変化における移乗評価のイメージ

A施設の観測割合の値は交絡因子で調整する
と、ケアの質次第で、もっと小さい値でおさめられ
た可能性がある
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図2. 睡眠時間における社会参加が全体平均
(月5回)以上と全体平均未満のグループの2群間比較

図1. 睡眠時間と社会参加頻度の散布図

※1. スピアマンの順位相関係数を採用
※2. 社会参加は趣味、リハビリ、イベント、家事手伝いの
4つのドメインのいずれかに従事した回数を示す。
※3. コニカミノルタ社のHitomeQケアサポートにより睡眠
時間を測定

ケア因子とその効果の探索例

入居者の社会参加の頻度は睡眠時間の長さと
有意な関係性にある

相関係数0.41

人数
平均

睡眠時間

5回以上

グループ
23 6.80

5回未満

グループ
42 5.51

p値

社会参加 <0.01 **
※1. Welchのt検定を採用
※2. p<0.1, *p<0.05, 

**p<0.01
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今後は、先の分析結果を踏まえ、
以下の観点を考慮したエビデンスのさらなる深堀りが必要

ケア因子のデータ収集に関する方策

利用者の状態が
“職員の介入によって実現されたのか”
“利用者自身によって実現されたのか”
区別して記録/分析される必要がある

ケア因子における介入有無の切り分け

本格的に介護アウトカムに寄与する
変数を探るためには、各種変数における
時間軸の変化を考慮する必要がある

縦断的研究の実施

4月 10月

平均6h平均5.5h

睡眠時間
0.5h伸長介入

あり
介入
なし

社会参加頻度

介入
あり

社会参加頻度
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デジタル行財政改革会議

総理直轄のデジタル行財政改革会議にDX先進事業者として参画
総理指示の介護DX推進のKPIの議論にも参画
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デジタル行財政改革会議、国内投資拡大のための官民連携フォーラムなど政府主催の会議に出席。
岸田総理大臣、河野デジタル大臣をはじめ、政府からも度々善光会を視察されています。

政府会議への出席、政府からの視察の様子

66

2023.9.4 内閣府規制改革推進室

2023.10.18 河野太郎デジタル大臣

2024.6.10 経済産業省総括審議官

2024.6.12   デジタル大臣政務官

＜政府からの視察実績（一部抜粋）＞

2022.8.1 佐藤厚生労働副大臣、老健局長等

2023.7.7 中谷経済産業副大臣

2023.7.28 岸田文雄内閣総理大臣、平将明議員
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受賞歴・メディア出演

善光総研で開発した介護記録ソフト「SCOP」は、様々な賞を受賞しています。

また、善光会での取組は、多くのメディアで取り上げられています。

67

2021年 内閣官房主催
「第5回日本医療研究開発大賞 AMED理事長賞」

2024年 一般社団法人日本データマネジメント・コンソーシアム主催

「2024年データマネジメント賞 データ活用賞」

＜主な受賞歴＞

WB

S
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参画している政府の研究および事業（抜粋）

2017年 総務省「IoTサービス創出支援事業」に参画
2017年 厚生労働省「介護ロボットの導入支援及び導入効果実証研究事業」に参画
2018年 厚生労働省「介護ロボットの効果実証に関する調査研究事業」でヒアリング
2020年 厚生労働省「介護ロボットの導入支援及び導入効果実証研究事業」に参画
2020年 厚生労働省「介護ロボットの開発･実証･普及のプラットフォーム構築業務モデル事業参画
2020年 内閣官房「未来投資会議」有識者として政策提言
2021年 厚生労働省「介護ロボット等の効果測定事業」に参画
2021年 文部科学省「専修学校における先端技術利活用実証研究事業」実証委員長
2021年 文部科学省「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」委員長
2021年 厚生労働省「児童福祉施設等の感染症対策･業務継続に関する調査事業」委員
2021年 厚生労働省「介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業」委員
2021年 厚生労働省「ニーズ･シーズマッチング委員会」委員
2021年 厚生労働省「安全な介護ロボットの開発に関する調査研究事業」委員
2021年 厚生労働省「介護現場におけるテクノロジーの実態調査研究事業」委員
2021年 厚生労働省「介護施設における生産性向上の取組に関するモデル研究事業」委員
2022年 経済産業省「地域DX促進活動支援事業」統括事業代表者
2022年 厚生労働省「介護ロボット等の効地域DX促進活動支援事業果測定事業」に参画
2022年 厚生労働省「経営面での介護ロボットの導入効果の実態調査研究事業」委員
2022年 経済産業省「サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査有識者検討会」オブ
2022年 厚生労働省「介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業」委員
2022年 厚生労働省「ニーズ･シーズマッチング委員会」委員
2023年 内閣府「規制改革会議」有識者として政策提言
2023年 厚生労働省「介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業」委員
2023年 厚生労働省「介護事業者の経営状況と生産性向上の影響の分析に関する調査研究事業」委員
2023年 厚生労働省「介護現場のニーズをふまえたテクノロジー開発支援に関する調査事業」委員
2023年 厚生労働省「ニーズ･シーズマッチング委員会」委員
2023年 内閣官房「デジタル行財政改革会議」有識者として政策提言
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健康

社会参加 快適性

自立安全性

・身体機能
・認知
・基本動作
・排泄 等

・食事量
・水分量
・食事状態
・BMI 等

・基本動作
・更衣
・服薬
・食事 等

・関わり
・余暇
・役割 等

・移動
・移乗
・余暇 等

介護アウトカム創出と情報の有効活用

介護アウトカム

センサー情報・記録
アセスメント情報から
アウトカムを算出

ケア提供

施設入居者

ケア記録
アセスメント

情報閲覧

介護職員

介護ロボットのセンサ情報

介護ＡＩ有用情報

アウトカム情報の取得と介護AI

SCOPは介護職員の通常業務範囲で、介護ロボットからの有用情報、介護記録からの有用情報を抽出し自動スコアリング
さらに、介護AIがこれらの情報をキュレーションに、介護職員へ介護オペレーションの有用情報のレコメンド機能を開発中

SCOPは介護職員の通常業務を通じて、評価者に負担なく数多くの介護アウトカム項目を自動算出することを目指す。
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当法人の各種HP、SNSを宜しくお願いします。

ご清聴有難うございました。

善光会公式
インスタグラム

善光会公式
Facebook

オンラインコミュニティ
善光会チャンネル

SCOP
公式サイト
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